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移民及び難民法の違憲問題
福武 慎太郎

東ティモール議会は、2003年９月29日、論議

を呼んでいた移民及び難民法（Lei sobre imi-

grasao e asilo）を可決した(賛成66票、反対15

票、棄権なし)。大統領の署名を経て成立した同

法は、2003年10月15日に発効した。

同法案は、同年４月30日に既に議会を通過し

ていたが、各方面から違憲性が指摘されていた
(注１)

ため、シャナナ・グスマオン大統領は、控訴裁
(注２)

判所に対し、その合憲性に関して意見を求めた。

これは東ティモールにおいて、法律の合憲性が

審議された最初の出来事である。同法案が違憲

であるという控訴裁判所の判断を受け、大統領

は拒否権を行使し、同法案を議会に差し戻して

いた。

ところがマリ・アルカティリ首相は、控訴裁

判所の判断を考慮するどころか、「専門性に欠け

た判断」であると逆に批判し、法案に全く修正

を加えることなく、議会は再度可決
(注３)

した。

憲法第118条によると、「裁判所の決定は拘束

的であり、いかなる他の機関の決定よりも優先

される」となっており、憲法上は同法案の可決

は違憲となる。しかし違憲の判断を下した控訴

裁判所は、あくまでも国連の管轄下にある組織

であり、東ティモールにおいて最高裁判所が確

立されるまで暫定的にその機能を代行している

にとどまる。主権が既に東ティモールに返還さ

れた現在、この控訴裁判所の地位の曖昧さが、

東ティモールにおける立法過程に重大な欠陥を

もたらしている。

以下では、非政府組織「司法システム監視
(注４)

プログラム」と、東ティモールの13の市民団体

による「移民及び難民法」研究会が作成した報

告書をもとに、東ティモールの移民及び難民法

について概観する。

１ 難民庇護に関する条項

難民庇護（Asylum）に関する条項は、その大

部分がポルトガルの難民法（1998）から採用さ

れており、特に第84条から第113条までは、そっ

くりそのまま使用されるかたちとなって
(注５)

いる。

司法システム監視プログラムの報告書において

は、同法における難民庇護に関する諸条項は、

難民
(注６)

条約や子供の権利に関する条約など、多く

の国際法に違反している、と指摘されている。

さらに、難民認定の決定手続が保障条項を欠き、

非現実的な時間的制約が適切な意思決定を損な

う恐れがあるとし、議会がこうした懸念を考慮

に入れ、法律を再検討することが望まれると述

べられている。

例えば、難民申請手続に関して定めた第92条

第１項では、「難民申請を行う者は、入国後72時

間以内に、警察諸機関に口頭又は文書で要請し

なければならない」とされている。交通事情や

情報の有無、言語の問題を鑑みると、72時間以

内に申請しなければならないというのは非現実

的であると指摘されている。

また審査と決定を定めた第95条においては、

申請受付後20日以内に、東ティモール警察庁長

官が結果を通知するとされている。しかしなが

ら20日以内に他国から情報を入手し、調査を実

施し、決定を通達しなければならないというの

は、充分で公正な審査が行われないまま、決定

が下される可能性があると危惧されている。
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２ 外国人の権利と義務に関する条項

特にその違憲性が指摘されているのは、外国

人の権利と義務に関する条項である。現在の東

ティモールにおいて最高裁判所としての機能を

有する控訴裁判所は、移民及び難民法の第11条

及び第12条が違憲であるとの判断を下した。同

裁判所のクロウディオ・シメネス、ジョゼ・ア

ントネス、ジャシンタ・コレイラの各判事は、

同法第11条の a項、b項、c項、f項及び g項が

外国人の基本的権利を制限し、第12条が表現の

自由や平和的集会の権利を制約することを狙っ

たもので憲法に抵触するとした。

東ティモールの憲法では、「全ての人々

（Todas as pessoas）」や「全ての個人（Todo
 

o individuo）」という表現によって、「言論・表

現の自由」（第40条）、「集会・デモ実施の自由」

（第42条）、「組合の結成と参加の権利」（第52

条）、「私有財産の権利」（第54条）が、国籍を問

わずいかなる人々に対しても認められている。

しかしながら、第11条の a項及び b項では、外

国人が国内のマス・メディアや航空会社の株式

を過半数を保有することを禁止し、c項では、労

働組合やその諸活動を支援する団体への関与を

禁止し、さらに f項及び g項では、政治的性格を

有するパレード、集会、会議を含む諸活動に従

事したり、組織したり、参加したりすることを

禁止している。第12条では、「首相の判断により、

国家の利益や他国との関係を脅かすような会議

や、芸術的文化的な展覧会を外国人が主催する

ことを、内務省は禁止することができる」とさ

れている。

上記の条項は、外国人や国際NGOが、労働組

合や市民社会の発展に寄与する活動を支援する

ことを阻害するおそれのあるものになっている

ため、国内外のNGOによって批判を受けてい

る。現在の東ティモールにおいては、人権運動

や民主主義教育に関わる地元のNGOの多く

が、海外の支援者や国際NGOの協力を得て活

動を行っており、移民及び難民法の成立は、海

外の支援者との協力関係を絶ちきることになり

かねない。

また、アチェや西パプアにおける分離・独立

運動が起こっている隣国インドネシアからの政

治難民が申請を行うことが想定されるが、その

場合、インドネシアとの外交関係に抵触すると

いう判断から、東ティモール国内におけるイン

ドネシア政府批判などが禁じられることはおろ

か、政治難民の受入れ自体さえも認められない

可能性が高い。

３ 同法施行後の各界の反応

外国人による政治的諸活動を禁じる法を持つ

国は少なくない。しかし、東ティモールは、イ

ンドネシアによる軍事支配からの解放運動にお

いて、海外の支援者の寄与が多大であったこと

と、そして現在もなお多方面において民主制度

の確立へ向けて、海外の支援機関との協力関係

が緊密であることから、移民及び難民法への各

方面からの反発が強い。これに対して東ティ

モール政府は、この法律はNGOの合法的な活

動を制限するために使用されることはない、と

繰り返し表明している。

しかしながら、昨年末には実際に、国際NGO

の活動を制限する動きがあった。2003年11月、

東ティモールで活動する米国の非営利団体であ

る国際共和協会（International  Republican
 

Institute/
(注７)

IRI）に対し、東ティモール政府は、移

民及び難民法に基づく権限を行使すると警告し

たが、米国大使館は報告書の中で東ティモール

政府のこうした態度を批判している。IRIが実

施した世論調査の結果が、現在のマリ・アルカ

ティリ首相にとって好ましくない結果であった

ことから、もし公表すれば移民及び難民法に違

反していると首相は宣告するだろうと、首相側

近筋が IRIに警告したという。結果として IRI
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は調査結果を発表したにもかかわらず、首相に

よる違法宣告は行われなかった。しかしながら

同月、国会議長は IRIに対し、IRIが支援してい

る女性議員連盟の会議に出席することをやめる

ようにと通達した。

IRIの場合、米国の共和党色の濃い団体であ

り、東ティモール政府がその活動を内政干渉だ

とみてもやむを得ない側面もあるが、今後も同

法は、国際NGOの活動を巡って論議を呼びつ

づけることだろう。

注

⑴ 2003年５月13日、東ティモールの13のNGOから

なる連盟が、移民及び難民法に関する批判的分析を

行ったレポートを発表した。また司法システム監視

プログラムは2003年６月、同法案に関して独自にレ

ポートを発表している。

⑵ 控訴裁判所（The Court of Appeal）は2000年７

月、東ティモール国連暫定行政機構（United Nations
 

Transitional Administration in East  Timor/

UNTAET）のもとに設立された。UNTAETの規定

によると、同裁判所は国連統治下における最高裁判

所としての機能を有するとされている（section14.1

of UNTAET Regulation 2000/11)。同裁判所では

常時２名の国際判事と１名の東ティモール人判事の

計３名が置かれている（section 22.2of UNTAET
 

Regulation2000/15)。2002年５月20日に国連暫定統

治が終了し、東ティモール政府に主権が委譲された

が、人材不足から最高裁判所が現在なお設立されて

いないため、東ティモール民主共和国憲法第164条第

２項（Artigo 164.2 Constituiçao da Republica
 

Democratica de Timor-Leste）に基づき、控訴裁判

所が最高裁判所の機能を代行している。

⑶ 大統領は拒否権を発動しても、議会で再び過半数

をもって採択した法律は、その成立を認め、署名し、

公布しなければならない。そのため事実上、東ティ

モールにおける大統領の拒否権はかたちだけのもの

となっている。

⑷ 司法システム監視プログラム（Judicial  System
 

Monitoring Programme/JSMP）は、米国国際開発

庁（USAID）などの資金を得て2001年８月に設立さ

れた非政府組織（NGO）。裁判のモニタリング、司法

システムの発展に関する法分析やテーマ別の報告書

の作成などを通じて、東ティモールにおける司法シ

ステムの評価と構築に寄与することを目指してい

る。北欧やオーストラリア出身の国際弁護士と現地

スタッフから構成される。現在は他にオーストラリ

ア国際開発庁（AusAID）、ニュージーランド大使館、

フィンランド大使館などから支援を受けている。

⑸ 東ティモールの公用語は憲法においてポルトガル

語と現地語であるテトゥン語と定められた。テトゥ

ン語が言語として未発達であるため、法案の作成に

おいて、ポルトガルの法律を多くの点において参考

にしているといわれている。

⑹ 2002年12月12日に、東ティモール政府は、「難民の

地位に関する条約（the1951Convention）」、及び「難

民の地位に関する議定書（the1967Protocol）」を批

准している。

⑺ 米国の非営利組織で1982年設立。世界規模での民

主主義、自由、自治、そして法の支配の推進をその設

立目的としている。1982年、英国議会におけるスピー

チにおいて故ロナルド・レーガン大統領（当時）が、

民主主義の基盤を構築する諸国の支援を提唱したこ

とを受け、設立された。冷戦時代は主にラテンアメリ

カ諸国において民主制度の確立のために活動し、現

在は世界各地へその活動を広げ、75か国でプログラ

ムを実施している。代表職を務める議長はジョン・

マッケイン上院議員（共和党）。東ティモールでは、

米国国際開発庁（USAID）の資金を受け、2000年６

月より民主主義制度の確立を目的としたプログラム

を実施している。
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